（参考）平成１８年3月３１日付老計発第0331004号，老振発第0331004号，老老発第0331017号「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について」より抜粋

(17) 地域との連携等

① 基準第８５条第１項に定める運営推進会議は、指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者、市町村職員、地域住民の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより、事業所による利用者の「抱え込み」を防止し、地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を図ることを目的として設置するものであり、各事業所が自ら設置すべきものである。

　この運営推進会議は、事業所の指定申請時には、既に設置されているか、確実な設置が見込まれることが必要となるものである。

　また、地域の住民の代表者とは、町内会役員、民生委員、老人クラブの代表等が考えられる。

　なお、指定小規模多機能型居宅介護事業所と指定認知症対応型共同生活介護事業所等を併設している場合においては、１つの運営推進会議において、両事業所の評価等を行うことで差し支えない。
